
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 21 年 9 月 11 日 

担当部・課：地球環境部  

森林・自然環境保全第一課 

１．案件名 

（和文名称）ビズップ・ヌイバ国立公園管理能力強化プロジェクト 

（英文名称）The Project for Strengthening Community-based Management Capacity of 

Bidoup-Nui Ba National Park 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、ベトナム国ラムドン省にあるビズップ・ヌイバ国立公園（以下、同公園

とする）において、特に同公園の周縁にある候補となっている５つの村落を対象に、ビズップ・

ヌイバ国立公園管理事務所（以下、BNBNPMB (Bidoup-Nui Ba National Park Management Board)

とする）と対象村落住民が協働で同公園を管理するモデル事業の開発を支援し、BNBNPMB が同公

園内の豊かな自然資源を持続的に管理する能力を向上させることを目的とする。 

すなわち、住民による農地拡大等の人的活動の脅威にさらされている同公園を持続的に管理

するためには、周辺住民の生計向上に配慮した自然資源の管理手法を新たに開発し導入する必

要がある。そこで本プロジェクトでは、2つのコンポーネントの開発と導入に着手する。一つは、

住民主導型のエコツーリズム（以下、CBET(Community-based Ecotourism)とする）の試験的実

施であり、二つ目が、自然環境保全に配慮したコーヒー等の農業生産性向上や手工芸品の開発

等の環境保全型生計向上手段の開発・導入である。これら２つのコンポーネントの実施を通じ

て、プロジェクトに参加する住民に新たな便益を提供しつつ、引き換えに同公園に対する人的

脅威を緩和するための規制遵守を住民に求め、一連のプロセスを BNBNPMB と対象村落住民との

協働管理モデルとして開発する。 

この目標を達成するために、本プロジェクトは以下の具体的なアウトプットの達成を目指す。 

 プロジェクトで導入する 2 つのコンポーネント（住民主導型エコツーリズム及び環境保

全型生計向上手段）を運営する実施体制が構築される。 

 公園の自然資源管理に関わる基本的な原則及びルールが対象村落住民と BNBNPMB との間

で合意される。 

 選定された地区において、CBET のモデル事業が開発される。 

 対象村落の住民に受け入れられる環境保全型生計向上手段が開発され、村落内への普及

準備が整う。 

 CBET 事業や環境保全型生計向上手段を中心とする協働管理を、対象村落の住民グループ

が継続的に実施するための対処すべき課題や必要な活動が明確にされる。 

 

（２）協力期間 

2010 年 1月～2013 年 12 月（4年間） 



 

（３）協力総額（日本側） 

約 3.1 億円 

 

（４）協力相手先機関 

責任機関1：ラムドン省人民委員会 

実施機関2：ビズップ・ヌイバ国立公園管理事務所 

 

（５）国内協力機関 

環境省 

 

（６）裨益対象者及び規模等 

本プロジェクトは、①BNBNPMB 職員（約 100 人）、②ラムドン省農業・農村開発局職員、及び

③対象村落の住民の能力向上に貢献するものである。特に、現在候補となっている 5 つの対象

村落の計 669 戸の住民（約 3,300 人）が、本プロジェクトによって間接的な便益を受けると予

想される。 

また、将来的に、本プロジェクトで開発を目指す協働管理モデルの全国展開も期待され、そ

のための枠組みとして合同調整委員会に農業農村開発省及び天然資源・環境省が参加する他、

プロジェクト活動としてベトナム政府関係者及びドナー関係者を対象にワークショップを開催

することを計画しており、プロジェクト成果の広範囲への周知に努める。 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

ビズップ・ヌイバ国立公園はラムドン省3の北部に位置し、総面積は日本の尾瀬国立公園の約

2倍に相当する 64,800ha とベトナム国内でも有数の大きな保護区である。1986 年に自然保護区

として指定された後、2005 年に国立公園に昇格4した。地理的に、周囲にある 3つの自然保護区

（北部に Chu Yang Sinb 国立公園、東部に Phuoc Binh 国立公園、南部に Lam Vien 景観保護区）

の中心に位置することから、これら 3 つの保護区を結ぶ回廊としての役割も有し、この地域一

帯の生物多様性保全にとって極めて重要な価値を持つ。 

同公園は亜熱帯高山気候の典型的な森林生態系を有し、山地熱帯降雨常緑林、針広混交林、

高山低木林、低山針葉樹疎林、コケ林、竹広混交林が分布する。その豊富な森林資源のために、

同公園には多様性に富んだ動植物相が生息している。過去の調査結果によると、1,468 種の植物

(内 97種が固有種)と 385 種の動物（内 26 種が IUCN の絶滅危惧種リストに記載されている）が

確認されている。また同公園は野鳥保護区としても有名で、地域固有種の鳥類が生息すること

で世界的に認められている 221 ヵ所の地域のうちの一つに指定されている。 

  

世界的にも生物多様性が豊かなベトナム国5において、自然保護区の核となる国立公園を適切



に管理する能力の向上は、その貴重な生物多様性を保全する上で不可欠となる長期的な課題で

ある。ベトナム国政府は、2003年に保護区管理のあり方を示す Management Strategy for a 

Protected Area System in Vietnam to 2010 を策定する他、2000年以降に18ヵ所の国立公園を

指定する等、国立公園を中核に生物多様性保全のための具体的な施策を実施している。 

しかしながら、政府による国立公園管理のための技術的及び予算的な支援は限られており、

多くの国立公園では現場レベルでの管理を十分に行えているとは言えない。国立公園の生物多

様性を脅かす要因は複数あるが、中でも公園内及び周辺に居住する地域住民による人的活動の

脅威が大きな課題となっている。 

 

ビズップ・ヌイバ国立公園の周辺においても、約 3,300 世帯（約 17,500 人）の住民が生活し

ており、その多くが尐数民族に属し伝統的な農業により生計を立てている。地域一帯の土地は

森林が多くを占め農業用地が尐ないことから、1世帯当たりの農業用地は狭く、加えて農業生産

性が低いために、住民の貧困率は 70％を超えると言われている。 

こうした貧困を背景に、森林の農地転用、特にコーヒー農園の拡大による住民の同公園内森

林への侵入、野生動物の狩猟、違法伐採、薪炭材採取等は現在も続いており、同公園の生物多

様性は地域住民による人的脅威にさらされている。 

これに対しラムドン省人民委員会及び BNBNPMB は、地域住民との間に森林保全契約6を締結し、

契約金支払いによる住民への生計支援を講じることで、同公園内の森林及び生態系に対する人

的圧力の軽減を図っているものの、これら人的脅威を十分規制するには未だ至っていない。  

 

従って、同公園の持つ豊かな森林や動植物相を持続的に管理するためには、周辺住民の生計

向上に配慮した自然資源の管理手法を新たに開発し導入する必要がある。そこで本プロジェク

トでは、2つのコンポーネントの開発と導入に着手する。一つは、住民主導型のエコツーリズム

（以下、CBET(Community-based Ecotourism)とする）の試験的実施であり、二つ目が、自然環

境保全に配慮したコーヒー等の農業生産性向上や手工芸品の開発等の環境保全型生計向上手段

の開発・導入である。これら２つのコンポーネントの実施を通じて、プロジェクトに参加する

住民に新たな便益を提供しつつ、引き換えに同公園に対する人的脅威を緩和するための規制遵

守を住民に求め、一連のプロセスを BNBNPMB と対象村落との協働管理モデルとして開発するこ

とを基本戦略とする。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

後の 5.（1）妥当性の項にて詳述するように、本プロジェクトはベトナム政府の現行政策及び

戦略との整合性は高い。特に本プロジェクトは、下記の政府の戦略及び上位計画の達成に貢献

すると見込まれる。  

１）Management Strategy for a Protected Area System in Vietnam to 2010 

２）National Action Plan on Biodiversity up to 2010 

３）Social Economic Development Plan for 5 years (2005-2010) 

４）Socio-economic Development Program for Communes faced with Extreme Difficulties 



in Ethnic Minority and Mountainous Areas 2006-2010 (Program 135) 

 

（３）我が国および JICA の援助方針上の位置付け（プログラムにおける位置付け） 

平成 21 年 7 月に策定されたベトナム国に対する国別援助計画において、「経済成長促進・国

際競争力強化」、「社会・生活面の向上と格差是正」、「環境保全」および「ガバナンスの強化」

の 4 分野を援助重点分野とすることを明記しており、この「環境保全」の項において、森林地

域における住民の生活の向上、森林保全・違法伐採対策を含む持続可能な森林経営、生物多様

性保全を含む自然環境保全が掲げられており、本プロジェクトはこの援助方針に合致している。 

また JICA の協力プログラムにおいても、本プロジェクトは、重点分野・環境保全、開発課題・

自然環境保全のコンポーネントの一つである自然環境保全プログラムを構成するものであり、

JICA の現在の援助方針における妥当性もきわめて高いといえる。 

 

（４）他ドナーとの関係 

現在、以下に示す事業が、ラムドン省にて関連ドナーの支援を受けて実施中である。 

① Co-management of Forests and Wildlife, Bidoup-Nui Ba National Park (WWF) 

② Vietnam Conservation Fund Project (GEF, EU, TFF7) 

③ Piloting an Approach to Multiple-Use Forest Management in Lam Dong Province (FSSP8) 

 

中でも、①の WWF による事業が本プロジェクトとの関連性が高い。WWF は、住民と BNBNPMB

の協働管理メカニズムの確立を通じて、森林と野生生物の適正管理を目的に、同公園のバッフ

ァー・ゾーンに居住する住民をターゲットに活動を実施中。現在 1 年目を終了し、社会調査を

踏まえ将来の活動計画を検討中。想定される活動は、小規模エコツーリズムと非木材林産物の

導入。WWF ハノイ事務所と協議した結果、WWF プロジェクトも小規模なものであることから、JICA

と情報を共有し、相互の重複を避けつつ協調しながら共通の課題に取り組むことを確認した。 

また、同公園が対象の事業としては、②が 2006 年から 2年間にわたり BNBNPMB 職員の能力向

上、地域住民に対する森林保全に関する啓蒙普及、地域住民との協働パトロールを実施してい

る。実施した研修や啓蒙普及活動は、本プロジェクト実施に際しての参考とする。 

この他、ラムドン省内の事業として③が実施されており、省内の貧困で森林依存度の高い村

落を対象に、貧困削減と生態系保全が調和した多目的利用森林管理アプローチの確立と展開を

目的としたパイロットプロジェクトを実施している。特に、地域住民と森林管理局の間で住民

主導型森林管理に関わる合意に基づいた協働管理及び分収制度の導入を成果の一つとしている

ため、本プロジェクト実施に際しての参考とする。 

４．協力の枠組み 

 本プロジェクトは、BNBNPMB と村落住民による協働管理モデルの開発を行い、BNBNPMB の同公

園内に賦存する自然資源の管理能力を向上させることを目的とする。 

 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 



１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【プロジェクト目標】 

ビズップ・ヌイバ国立公園管理事務所の国立公園の自然資源管理能力が、対象村落での協働

管理モデルの開発を通じて強化される。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト終了時までに、対象住民グループと BNBNPMB の間（もしくは第三者機関を含

む）で、公園の自然資源の協働管理に関わる合意が成され、合意文書が草案される。 

・ プロジェクト終了時までに、対象住民グループと BNBNPMB が公園の自然資源の協働管理を

進めるために必要な省レベルでの政府文書（Decisions、ガイドライン、計画など）が草

案される。 

・ プロジェクトに参加した BNBNPMB 職員の xxx％が、公園内の自然資源の協働管理モデルの

実施方法について理解を深める9。 

 

２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

ビズップ・ヌイバ国立公園管理事務所が、対象村落の住民と協働で、公園の一部の自然資源

を管理することができる。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト終了後から 3年以内に、BNBNPMB と対象住民グループが公園の自然資源の協

働管理に関わる合意がなされ、合意文書を締結する。 

・ プロジェクト終了後から 3年以内にラムドン省人民委員会が、BNBNPMB と対象住民グルー

プにより公園の自然資源の協働管理を進めるための政府文書を承認する。 

・ 対象住民グループが本プロジェクトによって導入された活動を継続する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

 １）アウトプット 1、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 1】 

プロジェクトで導入する 2 つのコンポーネント（住民主導型エコツーリズム及び環境保全型

生計向上手段）を運営する実施体制が構築される。  

【主な活動】 

1-1 住民主導型エコツーリズム（CBET）の実施及び環境保全型生計向上手段の普及に関わる

作業グループを形成する。 

1-2  形成された作業グループメンバーに対し、事業実施に必要となる研修を実施する。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト開始後 3ヶ月の間に、作業グループメンバーが関係者間で周知される。 

・ プロジェクトによって実施される一連の研修を通じて、作業グループの能力がプロジェク

ト実施前と比較して向上する10。 

 



 ２）アウトプット 2、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 2】 

公園の自然資源管理に関わる基本的な原則及びルールが対象村落住民と BNBNPMB との間で合

意される11。 

【主な活動】 

2-1  対象村落の住民と共同で、村落の現状に関し参加型手法を用いて評価・分析する。 

2-2 対象村落の住民と共同で、自然資源の利用に関する基本的な原則及びルールを作成す

る。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト開始後 9 ヶ月の間に、村落の資源図を含んだ対象村落の基本情報が、参加

型手法を用いて収集・整備される。 

・ プロジェクト開始後 9 ヶ月の間に、対象村落住民の参加により作成される基本的な原則

及びルールが BNBNPMB により承認される。 

 

 ３）アウトプット 3、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 3】 

選定された地区において、CBET のモデル事業が開発される。 

【主な活動】 

3-1  現場にて CBET モデル事業を実施するパートナーを選定する。 

3-2  対象村落での CBET の試験的実施に関わる実施計画を策定する。 

3-3 潜在的な負の環境影響について評価･分析し、必要に応じて講じるべき対策を実施計画

に反映する。 

3-4 CBET モデル事業実施に関わる体制を構築すると共に、組織化した住民グループが CBET

モデル事業を実施できるよう能力強化を図る。 

3-5  CBET の試験的実施を行う。 

3-6  実施されたモデル事業を評価する。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト開始後 12 ヶ月の間に、選定された対象村落における CBET の実施計画が作

成される。 

・ 対象村落において、BNBNPMB との森林保全契約に基づいて森林保全活動に従事している住

民の XX % 12が、CBET モデル事業に参加する。 

・ プロジェクト開始後 12 ヶ月の間に、CBET の試験的実施に必要な組織体制及び施設整備が

なされる。 

・ 訪れた観光客の XX %13以上が、CBET の試験的実施の内容に満足する。 

・ CBET の試験的実施の評価結果を基にした教訓と勧告が、関係者間で共有される。 

 

 ４）アウトプット 4、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 4】 



対象村落の住民に受け入れられる環境保全型生計向上手段が開発され、村落内への普及準備

が整う。 

【主な活動】 

4-1  対象村落にて導入できる環境保全型生計向上手段を同定する。  

4-2  環境保全型生計向上手段を導入するための作業計画を策定する。  

4-3a（農業生産向上などが手段の場合）篤農家の圃場にて実地研修（Field Farmers’ Schools: 

FFSs）を実施する。 

4-3b（植林プログラム14の導入を想定した場合）公園内のコーヒー農園又は裸地に、郷土樹種

の植林プログラムの展示圃場を設置する。 

4-3c（手工芸などの家内工業を手段とした場合）生計向上手段に関わる実地研修を実施する。 

4-4  実施されたコンポーネントを評価する。 

4-5  導入した手段を他の住民に普及するための普及促進計画を策定する。 

【指標・目標値】 

・ 対象村落の XX %15以上の住民が、導入された環境保全型生計向上手段に賛同する。 

・ コンポーネントの評価結果を基にした教訓と勧告が、関係者間で共有される16。 

・ 対象村落内での普及促進計画が関係者間で共有される17。 

 

５）アウトプット 5、そのための活動、指標・目標値 

【アウトプット 5】 

CBET 事業や環境保全型生計向上手段を中心とする協働管理を、対象村落の住民グループが継

続的に実施するための対処すべき課題や必要な活動が明確にされる。 

【主な活動】 

5-1  [3-6] 及び [4-4]での評価結果を基に、CBET 及び環境保全型生計向上手段を、対象村落

が事業終了後も継続的に実施するために必要な支援活動を明らかにする。 

5-2 公園の自然資源の協働管理に関わる BNBNPMB と対象住民グループ間の合意文書案を検討

する。 

5-3 協働管理の継続的な実施を支援する省レベルでの政府文書案を検討する。 

【指標・目標値】 

・ プロジェクト終了時までに、CBET 事業や環境保全型生計向上手段を、対象村落の住民グ

ループが継続的に実施するための対処すべき課題や必要な活動が、プロジェクトマネージ

ャーによって合同調整委員会（JCC: Joint Coordinating Committee)に報告される。 

・ プロジェクト終了時までに、関連機関への勧告を含んだ活動計画が JCC によって承認さ

れる。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額約 3.1 億円） 

【専門家派遣】 

長期専門家 ・チーフアドバイザー／協働管理（日本人） 



 ・業務調整／村落開発（日本人） 

 ・住民主導型エコツーリズム（現地専門家） 

 ・生計向上（現地専門家） 

短期専門家 ・コーヒー生産等の複数分野（日本人もしくは現地専門家） 

  

【研修員受け入れ】 

 本邦研修：年間 4名程度 

【供与機材】 

車両、モーターバイク、GPS、双眼鏡、事務機器一式、トランシーバー/無線機、発電機 

【在外事業強化費】 

ベースライン調査、PRA 調査、CBET パイロット事業の試験的実施、環境保全型生計向上手段

の開発と普及、コミュニティーベース・ビジターセンター設置等 

  

２）ベトナム側 

・カウンターパート配置 

・ラムドン省ステアリング委員会の設置 

・プロジェクト事務所 

・事務所施設 

・事務管理経費 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

【活動から成果に至るまでの外部要因】 

・ 作業グループのカウンターパートに大幅な入れ替えがない。 

・ 対象村落に移転が発生しない。 

【成果からプロジェクト目標に至るまでの外部要因】 

・ BNBNPMB の組織体制、上位計画、政策、規則に大幅な変更がない。  

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

本プロジェクトは、以下に示すように、ベトナム政府の関連セクターにおける既存政策及び

戦略、並びに JICA の援助方針に対して整合性を有し、極めて妥当なものと判断する。 

 

１）ベトナム政府の政策及び戦略との整合性 

本プロジェクトは、以下の点からベトナム政府が掲げる戦略及び上位計画の達成に貢献する

ものと判断する。 

a. 「Management Strategy for a Protected Area System in Vietnam to 2010」では、自

然管理及び生物多様性保全を強化することを戦略の一つとして掲げ、その達成のために

以下の活動を含む「実施すべき活動」を定義している。 

- 村落における自然資源保全と生物多様性保全に関する合意書の作成 



- バッファー・ゾーンにおける持続的な社会経済活動モデルの開発 

- エコツーリズムからの収益の分収に関する合意形成 

- 森林の農業転換の抑制 

これらの活動は、本プロジェクトの成果の達成や活動の実施を通じて、達成されると予

想される。 

b. また同管理戦略では、自然保全分野の人材育成を6つの主要戦略の一つと定義している。

本プロジェクトは、同管理戦略が掲げる人材育成に関する目標の内、以下の 2つの目標

達成に貢献する。 

- 2010 年までに、全ての森林官に対して生物多様性保全に関する研修・訓練を実施する。 

- 2010 年までに、自然保護地区に対して人的プレッシャーの脅威を与えている全ての村

落のリーダーや長老に対して、生物多様性に関わる研修・訓練を実施する。 

c. 本プロジェクトは、「2010 年に向けた生物多様性に関わる国家活動計画」において目標

とされた「生物資源の持続的利用」と「生物多様性とバイオセイフティーに関する国家

管理能力の強化」の達成に貢献する。 

d. 本プロジェクトにおいて計画されている CBET 事業の開発やコーヒー生産の改善、植林

活動、手工芸品の開発などの活動は、ラムドン省の社会経済開発 5カ年計画（2005-2010）

の内容と十分整合性がある。 

e. 本プロジェクトは、尐数民族の社会経済状況の改善を目指しており、それは山岳部の尐

数民族や貧困村落に対して支援を行うという政府の現行の政策に沿ったものである。実

際、本プロジェクトの効果を高めるために、現在政府が実施中の支援プログラム（135

プログラム）と協調することが望ましい。 

 

２）JICA 戦略との妥当性 

本プロジェクトは、ベトナム国に対する JICA の援助方針における自然環境保全分野の包括的

プログラムの達成に直接的に貢献するものである。具体的には、地域住民と BNBNPMB による公

園の自然資源の協働管理に関わる仕組みを確立することを通じて、「自然環境保全プログラム」

に貢献する。従って、JICA の現在の援助戦略における妥当性も極めて高いと言える。 

 

３）その他 

また本プロジェクトは以下に示すように、事業実施の必要性が高いと判断される。 

a. 対象候補村落として選定された公園に接する 5つの村落は、バッファーゾーン（公園境

界外の周辺を緩衝帯としてのバッファーゾーンが囲んでいる）に位置するものの、その

住民の多くは公園内に農地を有し、現在も農地として利用している。更に、一部の住民

は公園内の森林に侵入し、コーヒー園を拡大させていることから、本プロジェクトを通

じて、地域住民が公園の自然資源の協働管理に参加することは極めて重要と判断する。 

b. 本プロジェクトの実施期間中に確立される協働管理メカニズムは、将来的には同公園の

他の場所又は他の国立公園にて適用されると予想される。従って本プロジェクトの成果

は、ベトナムの保全地区における生態系保全に極めて重要であると判断する。 



c. 同公園は 3 つの保護区（2 つの国立公園及び一つの景観保護区）の中央に位置する。同

公園 はそれらの特別利用林区に生息する野生動物にとって重要な回廊となっており、

公園内の森林保全は、公園内に生息する野生動物だけでなく、周囲の特別利用林区に生

息する野生動物にとっても極めて重要である。  

 

（２）有効性 

本プロジェクトの 5 つのアウトプットとプロジェクト目標の因果関係が明確であることか

ら、有効性は高いと見込まれる。 

つまり、アウトプット 1「プロジェクト実施体制の整備」は、アウトプット 2～4 のための

前提条件として位置付けられ、アウトプット 2「公園内の自然資源管理に係る基本的な原則及

びルール」は、アウトプット 3「住民主導型エコツーリズムの実施」及びアウトプット 4「環

境保全型生計向上活動の実施」が、自然資源の保全と調和するための基礎となるものである。

そしてアウトプット 2、3及び 4の結果を基に、アウトプット 5の「今後の課題と必要な対策」

が明らかになると期待される。 

これらのアウトプットが達成されることによって、「住民グループとの合意文書の草案」と

「協働管理に係る政府文書の草案」が作成され、BNBNPMB の能力向上を図るというデザインにな

っている。 

 以上のことから、5 つのアウトプット間の関係、並びにプロジェクト目標との因果関係は明確

であり、本プロジェクトの有効性は高いと見込まれる。 

 

（３）効率性 

計画では、できる限り現地リソースを活用することを想定していることから、本プロジェク

トの効率性は高くなるものと見込まれる。  

具体的には、以下の活動を現地の機関に委託して実施する。 

- ベースライン調査 

- PRA 調査 

- CBET の試験的運用 

- 環境保全型生計向上手段の導入（環境保全型生計向上手段に関わる研修の実施） 

更に、本プロジェクトは以下の専門家をベトナムにて調達する計画である。  

- 住民参加型エコツーリズム専門家 

- 生計向上専門家 

- コーヒー専門家 

これらの調整によって、本プロジェクトに関わる経費は、インターナショナル又は日本のリ

ソースを活用した場合と比較して大幅に低くなる。 

 

（４）インパクト 

 １）以下の観点から、プロジェクト目標達成の後、3～5 年以内には上位目標は達成可能なも

のであると考える。 



a.因果関係 

上位目標とプロジェクト目標は直接的な関係にあると言える。上位目標は、BNBNPMB が協働

管理モデルの適用により自然資源を管理することを目指す表現となっており、明確であると

いえる。 

また、上位目標の指標は「住民グループとの合意文書の締結」「協働管理に係る政府文書の

承認」「住民グループと BNBNPMB による活動の継続」という上位目標の最も主要なコンポーネ

ントにつき測定するものであり、目標の内容を的確に捉えていると考えられる。 

２）その他の潜在的インパクト 

CBET の試験的実施は、公園の自然環境と対象村落の社会環境に悪影響を及ぼす可能性があ

るかもしれない。従って CBET の実施前に、潜在的な環境影響について評価・分析すると共に、

必要に応じて緩和策を CBET の実施計画に盛り込むことを計画している。なお CBET の実施に

際しては、以下の原則を守ることを念頭に置く。 

- 住民の組織化と CBET の作業計画の策定は住民参加の下で実施する。 

- トレッキング歩道や案内所等の施設整備は、地域住民が運営・維持管理できるよう、最小

限又は適正なものとする。 

- 国立公園の自然環境に影響を与えるようないかなる活動（例えば外来種の導入など）も実

施しない。  

 

（５）自立発展性 

１）政策支援 

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、国家戦略に沿ったものであることか

ら、プロジェクトの成果を他の地区や他の公園に適用する際には、政府の政策支援が期待で

きる。また上位目標の指標に示したように、協働管理メカニズムの対象村落以外への適用に

関わる省レベルでの政府文書が承認された場合は、プロジェクト終了後も BNBNPMB は継続的

な政策的な支援が得られると考える。 

 

 ２）財務的観点 

BNBNPMB の財務支援を確保することが、プロジェクト活動の持続性を確保する上での重要な

事項となる。もしも BNBNPMB が、持続的な協働管理の成功事例を省政府にプロジェクトを通

じて提示することができれば、省政府からのプロジェクト活動継続のための経費捻出も容易

になると考える。 

 

３）技術的観点 

当該プロジェクトでは、BNBNPMB 職員がプロジェクト実施に主体的に関わることができるよ

う、職員に対して様々な研修を実施する予定である。またプロジェクトに参加した職員は、

CBET の試験的実施と環境保全型生計向上手段の普及に関わる全ての活動を経験することがで

きる。つまり、対象村落以外への協働管理の適用のための全ての活動を、プロジェクトを通

じてカウンターパートは経験することができる。これは、BNBNPMB がプロジェクト終了後も活



動を継続することを可能にするものである。 

 

４）住民グループの能力向上 

住民主導型の活動の持続性を確保するためには、住民グループの能力向上は欠かせない。

特に以下の事項に関わる能力を強化する必要がある。 

- 組織内の利害調整（コンフリクト管理） 

- 組織の財務管理 

- 資材管理 

- 交渉能力 

- モニタリングと評価 

- 年間計画策定 

それらの多くは、組織やビジネス管理に関わる事項であり、また実際の経験を通して学ぶべ

き事項である。従って、3～4 年間の期間で全ての事項について取り扱うことは難しい。その

ため、事業終了後も地域住民が必要な研修を受けることができるよう、BNBNPMB が関係機関と

協調し能力強化活動を行うことが望ましい。  

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトは、国立公園の自然保全と公園内外に居住する尐数民族の生計改善に直接的

に貢献する。またプロジェクトでは、参加型手法の下で幅広い住民との協議を通じて、住民主

導型エコツーリズムや環境保全型生計向上に関わる活動コンポーネントの立案をすることか

ら、計画立案時に社会的弱者や貧困層並びに女性グループに対しても十分配慮することが可能

になると考える。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

本プロジェクトは、国立公園等管理能力向上国内研修（2006 年 7 月-2009 年 3 月）の後継案

件として、右プロジェクトで得られた研修計画実施体制整備や、環境教育・エコツーリズム企

画立案・管理能力向上に係る教訓や成果を踏まえて実施することとする。 

また、JICA では、2005 年から「ベトナム中部高原地域持続的森林管理・住民支援プロジェク

ト」を実施している。右プロジェクトのコンポーネントは、本プロジェクトで計画する公園内

外の住民への生計向上支援に関わるコンポーネントとの類似性が極めて高い。従って、右プロ

ジェクトを通じて得られた教訓や成果などを十分考慮した上で、本プロジェクトの環境保全型

生計向上手段の立案を行うこととする。 

更に、ラムドン省又はベトナム国内においても、類似性の高い事業が他の国際機関によって

実施中であることから、それらの先行事業とも協調し、今後抽出される教訓を本プロジェクト

に反映するよう努める。 

８．今後の評価計画 

 中間レビュー：2011 年 12 月頃 

 終了時評価 ：2013 年 5 月頃 

 事後評価  ：協力終了 3年後を目処に実施予定 
 

                                                   
1 プロジェクト実施の全般的な責任を負う。 



                                                                                                                                                               
2 プロジェクトの管理および技術的な観点に関する責任を有する。 
3 省都のダラットは、ホーチミンの北東約 300km に位置し、高原の避暑地としてフランス植民地時代に開発された。 
4 ベトナム全土には 126 ヵ所の保護区があり、国土の 7.6％を占める。そのうち国立公園は 30 ヵ所。 
5 例えば、国際 NGO のコンサベーション・インターナショナル（CI）は、「地球規模で生物多様性が高いにも関わ

らず、破壊の危機に瀕している地域」として世界 34 ヵ所の生物多様性ホットスポットを発表し、ベトナムはその

一つである Indo-Burma 地域に含まれる。 
6 住民からの聞き取り調査によれば、この地域における一戸当たりの平均契約面積は約 30 ヘクタール。同公園内

の火災及び違法活動に対するパトロールが主な保全活動。尚、住民に支払われる１ヘクタール・年あたりの契約

金は、VND 100,000（ベトナム・ドン）（2009 年 4 月現在、JPY1≒VND177）。 
7 TFF については、下記脚注 8を参照。 
8 森林セクター支援ドナー協議会（Forestry Sector Support Program and Partnership: FSSP）は、2001 年 11

月に締結された覚書に基づくドナー間の協議会であり、ベトナム政府のほか、24 余りの援助機関が参加している

（JICA は加入していない）。また、FSSP の枠組みの下、2004 年 6 月に森林信託基金（Trust Fund for Forests: TFF）

が設立された。 
9 BNBNPMB 職員の協働管理モデルに関する理解度の把握は、プロジェクト開始、中間レビュー及び、終了時評価時

点において、インタビュー及び質問票にて確認することを想定している。 
10 ここで言う作業グループの能力向上を確認する方法として、実施する研修内容（CBET 及び環境保全型生計向上

手段）の習得度を把握できるように、研修実施前と研修実施後に簡易テスト及びインタビューを行う。 
11 ここで合意される基本的な原則及びルールとは、プロジェクト目標の指標として言及した「協働管理に関わる

合意文書（案）」の原型となるもので、なんら法的拘束力を持つものではないが、対象村落住民と BNBNPMB が本プ

ロジェクト実施のために認識を共有すべき基本事項からなる。具体的には、ベースライン調査等の結果明らかと

なる対象村落の土地利用や自然資源の現状と課題を背景に、例えば、長期的なヴィジョン及び戦略、参加者の資

格及び範囲、参加者の権限と責務、交渉（話し合い）及び意思決定のルール、利用制限が想定される土地及び自

然資源の範囲、住民の生計向上のために活用が期待できる土地及び自然資源の範囲、などから構成される。 

一方で、プロジェクト目標の指標として言及した「協働管理に関わる合意文書(案)」は、本プロジェクトで導

入する２つのコンポーネント（住民主導型エコツーリズム及び環境保全型生計向上手段）の実践結果を反映し、

上記の原則及びルールを必要に応じ修正し、更に詳細化したものとなる。すなわち、導入する２つのコンポーネ

ントの内容と成果を基に、地域住民に対して、国立公園内の土地・森林の持続的な利用・管理を省政府として認

める文書(案)になると想定する。 
12 XX%の具体的数値は、ベースライン調査結果を踏まえ、プロジェクト開始後 6ヶ月の間に決定する。 
13 XX%の具体的数値は、プロジェクト開始後 2年目が終了する前まで（CBET の試験的実施 1年目が終了するまで）

に決定する。 
14 ここで言う植林プログラムとは、既存の森林保全契約と同様に、BNBNPMB と住民の間の契約に基づき植林活動が

住民により実施され、契約金が支払われることを想定している。 
15 プロジェクト開始後 12 ヶ月の間に環境保全型生計向上手段が同定され、この時期までに XX%の具体的数値を決

定する。 
16 ワークショップの開催等を通じ「関係者間で共有される」ことを促し、評価結果（教訓、勧告）に対するコメ

ントをワークショップ参加者からアンケート等により取り付けることで、「共有される」程度を把握する。 
17 脚注 16 と同様の手法により、「関係者間で共有される」程度を把握する。 


